
（第６３期）

貸　　借　　対　　照　　表
2025年 3月31日 現在 旭化成住工株式会社

　　　　　　　　（単位：千円）

科　　　目 　金　　　額 科　　　目 金　　　額

（資　　産　　の　　部） ( 14,536,313 ) （負　　債　　の　　部） （ 4,714,711 ）

流　　動　　資　　産 6,254,410 流　　動　　負　　債 4,051,635

現 金 及 び 預 金 640 買 掛 金 2,974,969

売 掛 金 3,197,090 未 払 金 131,418

製 品 529,074 未 払 費 用 780,521

仕 掛 品 309,101 未 払 法 人 税 等 40,297

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 473,085 未 払 消 費 税 等 121,669

未 収 入 金 1,205,882 預 り 金 2,761

短 期 貸 付 金 518,301 そ の 他 -                        

前 払 費 用 14,461

立 替 金 6,775

そ の 他 -                     

固　　定　　資　　産 8,281,903 固　　定　　負　　債 663,077

有 形 固 定 資 産 7,041,932 退 職 給 付 引 当 金 643,480

建 物 1,771,819 資 産 除 去 債 務 19,597

構 築 物 89,879

機 械 及 び 装 置 3,921,060

車 両 及 び 運 搬 具 47,087

工具、器具及び備品 292,292

土 地 798,504

建 設 仮 勘 定 121,289 （純　資　産　の　部） （ 9,821,602 ）
無 形 固 定 資 産 716,962 株　　主　　資　　本 9,821,602

ソ フ ト ウ エ ア 711,674 資　　　　 本　　　 　金 2,820,000

そ の 他 5,288 利　 益　 剰　 余 　金 7,001,602

投資その他の資産 523,009 その他利益剰余金 7,001,602

関 係 会 社 株 式 199,577 　　別　 途　 積　 立　 金 3,450,000

長 期 前 払 費 用 1,649 　　繰 越 利 益 剰 余 金 3,551,602

繰 延 税 金 資 産 280,652  （ 内、当 期 純 利 益 ） ( 52,598 )

そ の 他 41,132 特 別 償 却 準 備 金

14,536,313 14,536,313

(注)記載金額は、千円未満を四捨五入して表示している。 Check… 0

資　　産　　合　　計 負債・純資産合計
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（第６３期）

損　　　益　　　計　　　算　　　書

     2024年 4月 1日 から

     2025年 3月31日 まで

旭化成住工株式会社

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　　　額

35,423,092

33,922,203

1,500,889

1,462,126

38,763

42,597

40,838

1,759

1,343

243

490

10

600

80,017

#REF! 2,046

2,046

77,971

29,899

△ 4,526

52,598

(注)記載金額は、千円未満を四捨五入して表示している。

固 定 資 産 廃 棄 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

支 払 利 息 及 び 割 引 料

コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー

寄 付 金

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 損 失

営 業 外 費 用

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 割 引 料

雑 収 入
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（第６３期）

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券
子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法による原価法

（２）棚卸資産
製    品･･････ 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)
仕 掛 品･･････ 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)
原 材 料･･････ 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)
貯 蔵 品･･････ 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産･･････ 定額法

（２）無形固定資産･･････ ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金･････・

（２）賞与引当金･････・ 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づいて計上している。

（３）退職給付引当金････

４．収益及び費用の計上基準

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）グループ通算制度の適用
　グループ通算制度を適用している。

（会計方針の変更に関する注記）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

　当社は、住宅建築用金属製品の設計・製造・販売を主な事業としている。製品の販売については、製品の引渡
時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、顧客に引
き渡された時点で収益を認識している。ただし、出荷時から製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常
の期間である国内販売については、出荷時点で収益を認識している。
　収益は顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及び割戻し等を控除した著しい減額が生じな
い可能性が高い範囲内の金額で算定している。
　なお、製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から概ね１年以内に回収して
おり、重要な金融要素は含んでいない。

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用している。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-
３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第28号2022年10月28日）第65-２項（２）ただし書きに定める経過的な取扱いに従っている。
　これによる計算書類に与える影響はない。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務(満５５才未満
は期末自己都合要支給額、満５５才以上は期末会社都合要支給額）を計上してい
る。
なお、当社は退職一時金支払いの一部に備え、平成22年10月より独立行政法人勤労
者退職金共済機構による中小企業退職金共済制度に加入している。

債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上している。
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（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（１）関係会社に対する短期金銭債権 千円

（２）関係会社に対する短期金銭債務 千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

（１）営業取引による取引高

売　　 　上 　　　高 千円

仕 　　　入 　　　高 千円

（２）営業取引以外の取引高 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当該事業年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 株

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 千円

土地減損損失 千円

賞与引当金 千円

資産除去債務 千円

その他 千円

繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、グループ通算制度を適用している。また「グループ通算制度を適用する場合の会計処
理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年8月12日）に従って、法人税及び地方
法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っている。

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が令和７年３月31日に国会で成
立し、令和８年４月１日以降に開始する事業年度から防衛特別法人税が課税されることとなっ
た。
　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、令和８年４月
１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.46％から31.36%となる。
　この税率変更による影響は軽微である。

22,713

367,350

△ 86,698

280,652

6,144

1,678

18,755,895

3,725,893

296,099

35,086,338

1,664,254

58,044

201,731

5,640,000

78,719
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

２．金融商品の時価等に関する事項

（注１）　関係会社株式(貸借対照表計上額199,577千円)は、市場価格がないため注記していない。

  当社は、主に設備投資計画から必要な長期資金については、当社グループの親会社である旭化成株
式会社から、借入で調達している。短期的な運転資金についても、当社グループの親会社である旭化
成株式会社から調達している。

 2025年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、現金は注記を省略し
ており、預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金及び未払法人税等は短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似することから注記を省略している。
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社等

２．兄弟会社等

当該会社製品の購入

取引条件及び取引条件の決定条件

※１ グループファイナンスにおける貸付及び借入金利は、個別契約ごとに市場金利を勘案して合理的に決定している。

　　　なお、資金借入の取引金額は、期首の借入金残高と期末の借入金残高との差額である。なお、資金貸付及び借入の取引金額は、期首の貸付金残高と期末の貸付金残高との差額である。

※２ 価格取決書に基づいて、年度毎に取引条件を決定している。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 1,741円 42銭

１株当たり当期純利益額 9円 33銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項なし。

1,984,795

当社製品の製造委託
※２

2,496,464

商品の仕入
※２

親会社の
子会社

旭化成建材㈱ － －
原材料の仕入

※２

種類 会社名
当該株式会社
の議決権等の

所有割合

当該関連当事者
の議決権等の

所有割合

当該関連当事者
との関係

資金の貸付
※１

518,301

利息の受取
※１

1,179

売掛金 3,169,96135,086,338
当社製品の販売

※２

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

△ 192,898 短期貸付金

取引の内容種類 会社名
当該株式会社
の議決権等の

所有割合

当該関連当事者
の議決権等の

所有割合

当該関連当事者
との関係

-

－ 当社製品の製造委託

- -

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

買掛金 146,3761,589,536

未収入金 969,229

買掛金 156,048

- 買掛金 631,171

親会社 旭化成㈱ －
間接所有

100%
資金の貸付及び借入

親会社 旭化成ﾎｰﾑｽﾞ㈱ －
直接所有

100%

当社製品の販売、
当該会社の仕入商品
の購入
役員の兼任

親会社の
子会社

中央ビルト工業㈱ －
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（収益認識に関する注記）

（資産除去債務に関する注記）

　収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計
上基準」に記載の通りである。

　当社は、親会社である旭化成ホームズ株式会社と「土地建物賃貸借契約書」及び「建物賃貸借契約書」を締結
しており、当社所有の製造設備により開口パネル、基礎鉄筋などの製品を製造している。当社は、当該賃貸借契
約書に基づき、契約終了時における原状回復義務を有している。
　しかし、当該土地は、2003年10月に旭化成グループが分社・持株会社制へ移行し住宅事業を親会社が譲り受け
たことに伴い、同社グループの部材製造事業を当社が担うために同社より賃借したものである。
　従って、同社より賃借している土地で営んでいる各事業の継続及び撤退の判断については、当社の意思決定に
加えて同社グループの総合的な判断も考慮して行われることから、資産除去債務の履行時期及び履行時期の範囲
と蓋然性を予測することは困難である。
　また、除去費用については、当該土地賃貸借契約に基づき、契約終了時の当該事業の継続及び撤退の判断の経
緯を踏まえて同社と協議の上、原状回復義務を履行することとなるため、当社の負担する除去費用の金額及びそ
の発生確率を見積もることは困難である。
　従って、当該資産除去債務については決算日現在入手可能な全ての証拠を勘案し最善の見積りを行っても履行
時期の予測及び除去費用の負担額の見積が困難であり、資産除去債務を合理的に見積ることができないため計上
していない。
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